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第 10章
ウクライナ侵攻は欧州共通庇護体制を変えるか 1

──避難民保護にみる課題と展望──

宮井 健志

はじめに

2022年 2月 24日にロシアがウクライナに侵攻して以来、戦禍を逃れるために多数

の避難民が発生している 2。2022年 12月現在、約 790万人が周辺諸国に逃れており、

国内外で移動を強いられた避難民の総数は 1000万人をゆうに超える 3。これは戦後

欧州における最大の強制移動であり、近隣諸国だけでなく国際社会全体が多面的な対

応を迫られている。

突如発生した人道危機に際して、欧州もまた前例のない対応を見せた。侵攻開始か

ら間もない 2022年 3月 2日、欧州委員会は大規模な避難民流出への応答として「一

時的保護指令」4の発動を提案し、その翌日に理事会は全会一致でそれを採択した 5。

それ以来、欧州におけるウクライナ避難民保護は本指令を中軸として成り立つ。中長

期的な保護については様々な課題が残るものの、本指令を中心に避難民保護が効率的

かつ迅速に進められたことは特筆すべきである。それだけでなく、一時的保護を通じ

た欧州連合（EU）と加盟国の対応は、官民を横断する熱意と努力によって支えられ

ていた。加盟国間の対立や緊張がむしろ常態である共通庇護体制の経緯に鑑みれば、

今次の欧州の対応が何を意味するのかは慎重な検証が求められよう。

そこで本稿では、EUを中心とするウクライナ避難民への対応をこれまでの共通庇

護体制の文脈に位置づけ直した上で、その課題と含意を検討する。それにより、避難

民対応を含めた今後の欧州の共通庇護政策を展望すると同時に、そこに見られる問題

の多くが、日本を含むグローバルな難民保護体制の改革という課題と不可分だと示す。
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本稿の構成は次の通りである。第 1節では、ウクライナ侵攻以前の共通庇護体制の

展開を確認する。第 2節では、今回のウクライナ避難民支援の展開を分析する。第 3

節では、ウクライナ避難民保護をより巨視的観点から分析する。具体的には、（1）欧

州におけるウクライナ避難民保護の見通し、（2）一時的保護の他の避難民への適用可

能性、（3）ウクライナ避難民保護のグローバルな含意について検討する。末尾では、

本稿の議論がもつ日本外交への含意を論じる。

1．欧州共通庇護体制の展開

本節では、「難民危機」以降の欧州共通庇護体制の展開を概観し、ウクライナ避難

民保護のアジェンダがいかなる文脈で出現したのかを確認する。

欧州全体で庇護政策を共通化する取り組みは 1990年代に遡るが、その取り組み

の構造的な問題点を露呈したのが、2015年からのいわゆる「難民危機」であった 6。
2015年から 2016年の間に EU全体で行われた庇護申請数は 250万件に上る。これ

は EU域内に入国し正規に申請が受理された数であり、潜在的な希望者数ははるかに

多い。それでも、大量の庇護希望者の流入を受け、域内で最初に庇護希望者が入国し

た国が難民認定の責任を負うというダブリン規則は麻痺した。また、各国が独自に域

内国境管理を再導入・厳格化した結果、欧州の自由移動体制全体が危機に陥った。

この危機の過程で、EUは無策ではなかった。2015年 5月に欧州委員会は「欧州

移民アジェンダ」を発表し、加盟国間での 12万人の庇護希望者の再配置、前線国家

への緊急対応のためのホットスポットの設置、域外国境の警備・救難体制の強化、域

外諸国との外交的協調の模索など、数多くの対策を打ち出した。しかしそれでも、「危

機」を真に食い止めたのは、2016年 3月の「EU─トルコ間合意」であった 7。トル

コへの資金協力やビザ免除と引き換えに、欧州域内への難民の流入を水際で抑止する

この合意には批判も少なくない。しかし、この合意の結果、2017年の庇護申請件数

は 2015年よりも約 9割減少する。これにより庇護を求める人びとの数自体が減った

わけではないが、EUのガバナンスの危機に小康状態がもたらされたのだった。

難民危機によって露呈した共通庇護体制の問題は多岐にわたる。ここではボトル

ネックに的を絞って3つ指摘したい。いずれも危機以前から指摘されてきた問題だが、

今もなお抜本的改革の見通しは立っていない。これが今回の避難民保護の文脈となる。

第 1に、EU次元での庇護審査の枠組みの欠如である。1999年の欧州共通庇護体
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制の創設以来、難民認定者や補完的保護対象者の地位は共通化されつつあるが、認定

手続きの基準設定は各国の裁量に任されている。この基準設定が各国で異なる結果、

庇護申請の処理件数当たりの認定数の割合に大きな差異が生じている。EUは、欧州

庇護事務所（EASO）の EU庇護機関（EUAA）への改組や EURODACによる庇護

申請データベースの刷新といった取り組みを進めているものの、ほとんどは加盟国間

の情報共有・処理の円滑化を目指すものであり、肝心の審査基準の標準化を含む加盟

国裁量の調整は手付かずのままである。

第 2に、難民認定処理の割り当てに関するダブリン規則の代替案の欠如である。ダ

ブリン規則に基づく難民の割り当てがイタリアやギリシャといった一部の「前線国家」

の過度な負担になりうることは、制定当初から懸念されていたし、難民危機はそれを

現実化したにすぎない。しかし、その改革は難航しており、全加盟国が納得できるよ

うな代替案は見つかっていない。現状のところ、ダブリン規則を前提に EU次元で機

能する補完的な送還・再配置のメカニズムが模索されているものの、その範囲は限ら

れている。2019年 9月に仏・独・伊・マルタ間で結ばれた再配置協定など、一部の

加盟国での一時的な割り当て合意はみられるものの、EU次元での恒常的な枠組みは

存在しない。

第 3に、域外国境管理と対外協力に依存したガバナンス構造である。加盟国間での

認定基準と処理割り当ての標準化が難航する中で、EUは、域外国境管理の強化や対

外協力による規制の「外部化（externalization）」に注力してきた 8。EUは、2016年

に欧州域外国境管理庁を欧州国境沿岸警備機関に改組（いずれも名称は FRONTEX）

するなど、海上パトロールを含む域外国境管理を強化してきた。また、資金供与やビ

ザ規制との抱き合わせで難民不認定者の送還を認める「再入国パートナーシップ」を

第三国と締結することで、送還の円滑化に努めてきた。これらは第三国による水際

抑止への EUの依存を示すものであり、再び大量流入が起きた場合にどう対応できる

かは不透明であった。2020年にトルコが難民を意図的に流出させたスキャンダルは、

この EUの弱みを突いた外交カードだったのである 9。

以上のように、難民危機以降の共通庇護体制は、審査手続きと割り当ての恒常化の

難航と水際抑止・対外協力の重視を特徴としている。この基調は、2020年 9月に改

定された「新移民・庇護協定」でも引き継がれている 10。それに先駆けた同月の一般

教書演説において、ウルズラ・フォン・デア・ライエン（Ursula von der Leyen）欧

州委員長は「我々はダブリン規制を廃止し、新しいヨーロッパの移民管理システムに

置き換えていく」と力強く語ったものの、そこに新基軸は見られない 11。それが強調
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するのは、常設クオータ制度のない、資金供与と危機管理を中心とする「柔軟な連帯

（fl exible solidarity）」であり、域外国境管理と第三国協力のさらなる強化であった 12。

加盟国間の基準統一や抜本的改革が難航すること自体は、EUが移民・庇護分野でも

つ権限不足と、EU加盟国内での合意形成の難しさから予期できたことである 13。共

通庇護政策の形成主体となるのは依然として加盟国であり、共通化への反対が根強い

中では、EUとしても危機対応のための水際抑止と対外協力の強化に注力せざるをえ

なかったとも言える。

しかし、こうした傾向は、共通庇護体制が「組織的偽善（organized hypocrisy）」

を体現しているとの批判に力を与える 14。この表現は、EUが難民の自由や安全の保

護を目指すと主張しながら、実際にはその締め出しと送り返しに注力しているという

矛盾を突くものだ。EUは、難民問題において普遍的人権の擁護者たるべく野心的な

言説を生み出す一方で、加盟国の利益を追求する保護主義的な政治的実践との間の乖

離を埋めることができていない。こうして、EU機能条約の第 80条に謳われるような、
EU加盟国間の「連帯」と「公平な責任分担」といった原理は骨抜きとなっていたの

である。

ウクライナ侵攻の以前、欧州の移民・難民政策の綻びは幾度も露呈していた。
2020年以降の Covid-19のパンデミックでは、危機対応を理由とした加盟国の集権的

な単独行動が目立った。また、2021年 8月のカブール陥落によるアフガン難民の流出、

同年 11月頃からのベラルーシによる難民の戦略的な送り込みと「武器化」は、新た

な「危機」の到来とも囁かれた。EUは、こうした危機を前にして、その度に現実と

建前の間での分裂を抱えながら、加盟国との調整に取り組んできた。もっとも、そう

した努力は、ポスト難民危機にふさわしい共通庇護体制の確立からはほど遠いという

のが、ウクライナ侵攻前夜の現実であった。

2．ウクライナ侵攻と EUの一時的保護

上記のような文脈のもとで起きたのが、ロシアによるウクライナ侵攻であった。庇

護政策に関する内部調整が頓挫し、水際抑止と対外協力に頼らざるをえない状況下で、

避難民の大量流出の発生は「危機」の再来を予兆させた。ところが、ウクライナ侵攻

に際した欧州の対応は大胆であり、また効率的で迅速であった。人道危機を受けて、

まず必要なのは避難民の安全と自由を確保する緊急策である。むしろ驚くべきは、難
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民危機を凌駕する規模の避難民が加盟国に流出したにもかかわらず、大きな政治・外

交的な混乱なく保護が提供されたことである。本節では、欧州のウクライナ避難民保

護の展開を分析する。

ロシアのウクライナ侵攻後、何十万人もの避難民が国境を越えるなか、各国の庇護

体制が対応しきれないことは明らかであった。そこで発動されたのが、「一時的保護

指令」であった 15。本指令は、保護対象となる避難民に対して、居住権、就労権、住

宅支援、医療、社会的扶助、教育へのアクセスなどを一時的に保障するものである。

一時的保護は、対象地域から逃れる人びとに対して集合的に保護資格を認める。これ

により、避難民は個人単位での申請書類の準備や手続きに悩まされることなく、教育

や安全にアクセスできる。その一方、保護期間は原則 1年間（最大 3年間）とされ、

保護期間を終えた後は帰国が前提となる。

保護対象者となるのは、2022年 2月 24日以降にロシア武装勢力による軍事侵攻の

結果、ウクライナから避難した次のカテゴリーの人びとである。（a）2022年 2月 24

日以前にウクライナに居住していたウクライナ国籍の者。（b）無国籍者およびウクラ

イナ以外の第三国の国民で、2022年 2月 24日以前にウクライナにおいて国際的保護

または同等の国内的保護の受益者であった者。（c）（a）および（b）に該当する者の家族。

なお、ウクライナで永住権をもつ無国籍者あるいは第三国の国民で出身国への帰還が

困難な人びとについては、「加盟国は、この決定または自国の国内法に基づく適切な

保護のいずれかを適用しなければならない」と一定の裁量を認めている 16。

一時的保護は、難民認定や補完的保護といった個人単位での資格認定を前提とする

手続きとは異なり、集団を対象として即時的に一時的な保護資格を付与することで、

面倒な手続きを経ることなく迅速な保護を提供する。両者の違いを確認しておこう。

一時的保護は、EU加盟国全体に対して保護責任が発生し、保護対象者はどの国家で

保護を受けるかを選択できる。保護期間中はいつでもウクライナ本国に帰国が可能で

あり、また、EU加盟国内の自由訪問権（3カ月以内）を行使できる。対照的に、難

民申請の場合には、最初に入国した加盟国で申請を行わなければならず、また、申請

後 6カ月間は他の加盟国に移動することが禁じられている。これらの規則は、加盟

国間での難民申請の繰り返しを防ぐための措置だが、家族が離散した状態で難民申請

をした場合の再結合すら認めないこと、認定審査自体も 6カ月以上かかることから、

大規模な難民流入への対応には不向きであった。このように一時的保護は、恒久的な

保護の代わりに、一時的ではあるが広く迅速な保護を EU単位で約束する画期的な枠

組みなのである 17。
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実際にも、ウクライナ避難民に対する「一時的保護」の発動は決定的な効果をもた

らした。2022年 12月現在、国外に避難した約 600万人の避難民のうち、これまで

約 480万人が一時的保護の対象者として登録されている 18。登録者数でみると、ポー

ランドでは約 155万人、ドイツで約 100万人、チェコで約 47万人が保護されている。

難民危機での EU全体で処理した庇護申請数に匹敵する避難民をポーランドとドイツ

の 2カ国で保護しているわけであり、一時的保護指令の発動は、EUや加盟国が大規

模流入に対応する能力を持ち合わせていることを示した。本指令が発動されて以降、
EU全体での大きな転換はなく、前線国家に対する資金供与や資源供給、あるいは職

業訓練や言語教育といった社会支援が中心となっている。

避難民保護が迅速に進んだ背景には、市民やボランティアの意識も大きい。ウクラ

イナ侵攻が開始した当初では、避難民を積極的に受け入れるべきとする回答はほとん

どの加盟国で 80％を超えていた。制度的な対応が追いつかない中でも、数多くの市

民が家や店を貸し出し、保護に協力した。2022年の 5・6月に行われた中東欧 8カ国

に関する世論調査によれば、すべての国家がウクライナ避難民の受け入れを肯定的に

捉えており、また政府の方針を支持する傾向があった 19。この支持の割合は、シリア

難民などの他の難民グループをはるかに上回っていた。紛争と保護が長期化しつつあ

る中での「保護疲れ」による意識変化の可能性はあるものの、こうした市民による積

極的な対応が重要な役割を果たしたことは間違いない。

今回のウクライナ避難民保護において、一時的保護の発動は EUが取りえた最も現

実的で有効な手段であった。避難民の再定住は円滑に進みうるか、戦争が長期化した

場合の対応はどうするかなど不透明なところは残るものの、EUの対応はおおむね評

価されてよい。

しかし、一時的保護がこれほど有効な制度であるならば、これまでの難民危機にお

いてなぜ一度たりとも発動されてこなかったのだろうか。もともと本指令は、ユーゴ

スラビア紛争の経験から、難民の「大量流出」という緊急時の対応策として 2001年

に策定されたものである。本指令は、2011年初頭以降の「アラブの春」、2015年の

難民危機、2021年カブール陥落後のアフガン危機でも発動が検討されたものの、提

案すら見送られていた。本指令の発動には欧州理事会で特定多数決（EU人口比 65％

以上、最低 15の加盟国）での同意が必要となるが、賛同を得る見込みはなかった。

実際にも、「新移民・庇護協定」の一環として、欧州委員会は発動の見込みがない「一

時的保護」を廃止し、より緩やかな「即時的保護（immediate protection）」に転換す

ることを提案したほどである 20。
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一時的保護の発動に賛同が得られなかった理由は、いくつか考えられる。第 1に、

大量流入の定義や保護対象の範囲について解釈の余地が広く、誰がどのように決定す

るのかが不透明だったことである。第 2に、より重要なのは、一時的保護が、避難民

を EUに招き入れる引力を強めることへの忌避感だろう。長らく EUは、第三国との

再入国協定や域外国境管理の強化による水際抑止に力を入れてきたが、一時的保護は

その方向性に逆行するように映ったと考えられる。第 3に、指令に含まれる「連帯」

条項をめぐる懸念がある 21。指令には、それぞれの加盟国が自国の受け入れ能力を理

事会と欧州委員会に通知し、能力に応じた保護対象者の移転・融通を通じて各国負担

を平準化する内容が含まれる。この加盟国間の「連帯」を求める再割り当て策は、共

通庇護政策でも特に論争的な内容であり、強い反発は必至であった。

今回の「危機」と以前の「危機」の分水嶺となったのは、EUの庇護政策の共通化

に後ろ向きだった加盟国が一転して支持に回ったことである。この賛否の急速な転換

がなぜ起こり得たのかは、今後さらに検討すべき主題であるが、2点は指摘できるだ

ろう。第 1に、自民族・自文化中心主義である。すなわち「ウクライナの人びと」を、

「他地域の人びと」とは異なる形で認識する「身内贔屓」の価値観が効いている。政

治言説でも、ウクライナ人がいかに自分たちに「近い」かが強調され、その裏面とし

て、中東やアフリカ系のウクライナ避難民への差別的処遇も報道されていた 22。この

二重基準の問題は軽視できない。第 2に、共通化に後ろ向きだった加盟国が、EUか

らの支援を必要としていることである。ウクライナ国境に隣接する中・東欧諸国は避

難民の「ホットスポット」となっている。これらの国家が、一国家のみで持続的に対

応することは現実的ではなく、欧州全体での解決策が必要とされたのは自然な流れで

あった。

結局のところ、一時的保護を発動するための最も大きなハードルは、加盟国と加盟

国市民が同じ方向を向けるかである。一時的保護を研究する国際法学者のメルテム・

イネリ・サイガー（Meltem Ineli Ciger）は、これまで同指令が発動されてこなかっ

た理由を丁寧に吟味した上で、今回の欧州の対応について次のように総括した。「一

時的保護指令が 2022年以前に実施されなかったのは、欧州委員会と理事会にそれを

発動させる政治的意志がなかっただけのことである」23。今回のウクライナ侵攻では、

同族的な仲間意識と、共通庇護体制に反対してきた諸国による実利的賛成といった要

因が重なるなかで一時的保護が発動され、有効に機能した。こうして、危機において

「連帯」は現実化したのだった。
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3．EUにおける「連帯」の持続性

ロシアのウクライナ侵攻による避難民受け入れをめぐって、EUは連帯している。

それは、共通庇護体制のこれまでの展開を踏まえれば、驚いてしかるべきである。問

題は、この連帯がどこまで持続可能なものであるのか、そしてその連帯は「誰との

連帯か」にある。以下では、（1）欧州におけるウクライナ避難民保護の見通し、（2）

一時的保護の他の避難民への適用可能性、（3）ウクライナ避難民保護のグローバルな

含意をそれぞれ検討する。

（1）欧州におけるウクライナ避難民保護の見通し
まず、EU加盟国内で保護されているウクライナ避難民は、今後どのような展開が

考えられるか。ルール上では、最長で 3年間は一時的保護の対象となる。すでにEUは、

一時的保護の期間を 2024年 3月まで延長する決定を行っており、2025年 3月まで

は延長される可能性が高い。すでに一部の避難民の帰国移動が始まっており、戦況次

第では相当数が期限内に帰国するとみられる。一時的保護が有効に機能した例とされ

るコソボ紛争の場合には、紛争開始から 1年で 90％以上の避難民が帰国を選んだと

される 24。それでも、今回流出したウクライナ避難民の全員が帰国を選ぶことは考え

にくく、保護期間を越えて滞在・定住を希望する人びとも一定数は残るだろう。

一時的保護は、あくまで「一時的」な資格である。その運用にあたっては、期限を

適切に設定する必要があり、また保護対象者に帰国を強制してはならない。もとより

一時的保護は「恒久的な解決策」にはなりえないのであり、いかなる地位への移行を

どう認めていくかが問われていくことになる 25。

そこで、いくつかの道筋を考えてみよう。まず、通常の難民認定手続きを経て条約

難民として保護されるルートである。一時的保護の対象者であっても、難民申請をす

ることは妨げられないため、定住を目指す場合には通常の難民申請を行うことは考え

られる 26。しかし、ウクライナ避難民の場合、出身国における「迫害のおそれ」を重

視する条約難民の定義には該当しにく、難民性は不明確である 27。また、条約難民と

して認められない場合には、補完的保護の対象として滞在が認められる可能性もある。

こちらも補完的保護に該当するかは、個人単位で行われる庇護申請の審査次第であり、

ウクライナ避難民全員に認められることはないだろう。審査にかかる手間や期間を考

えると加盟国の反発も予想される。そのため、どちらのルートもあまり現実的とは言

えない。
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通常の難民認定手続きを経ないルートとしては、一定期間の滞在をもって「定住者」

など難民以外の地位に移行することが考えられる 28。その場合には、同一の加盟国内

に合法的かつ継続的に 5年以上居住した人びとに適用される「長期居住者指令」29な

どが援用されることになろう。このルートの政治的な利点は、ウクライナ避難民を通

常の難民とは別途のカテゴリーに留めおくことで、その是非はともかく「例外」にで

きることである。ウクライナ避難民を「難民」としないならば、難民認定をめぐる加

盟国の裁量の問題に踏み込まずに済むため、実施上のコストも少ない。同様に、仮に

ウクライナの EU加盟が認められた場合には、EU市民権の取得に伴い非難民カテゴ

リー化が図られることになる。

ウクライナ避難民保護は、戦争の終結の見通しに大きく左右されるものの、大筋で

は自主帰還を前提に、残留者には非難民カテゴリーで定住を認めていく可能性が高い。

（2）一時的保護の他の避難民への適用可能性
ウクライナ避難民保護は、一時的保護の発動なくして成立しなかった。一時的保護

はウクライナ避難民以外の人びとにも今後適用される可能性はあるのだろうか。これ

までの欧州共通庇護体制の展開を踏まえると、その可能性が高いとは言えない。

第 1に、加盟国における「二重基準」の存在である。一時的保護指令では、ウクラ

イナ国籍の避難民だけでなく、無国籍者やウクライナでの難民認定者などを保護の対

象に含めており、また難民資格のないウクライナの永住者や定住者に対しても保護を

拡張するよう求めている。スペインやフィンランドはこの勧告に従い広い範囲に一時

的保護を認めているが、これらはむしろ例外であり、他の加盟国のほとんどは後者の

人びとには認めていない。すなわち、一時的保護による「連帯」の範囲は、戦禍を逃

れた「人びと」ではなく、戦禍を逃れた「ウクライナ人」なのである。ここに自民族

中心主義を読み取ることは容易いが、その克服は容易ではない。

第 2に、ウクライナと EUとの関係である。先に確認したように、難民危機以降の
EUの庇護体制の基調は、水際抑止と対外協力による「外部化」であった。現状、シ

リアやアフガニスタン、イラクからの庇護希望者は、合法的に EU域内に入るだけで

なく、域外国境に近づくことすら困難な状況にある。ウクライナ国籍者は、一時的保

護が発動される以前から加盟国へのビザなし渡航が認められており、またシェンゲン

圏に直接接していることから、大量流入は合法的に行われ、「外部化」によって阻止

するような経由地もなかった。水際で入国を阻止できる人びとを加盟国があえて招き

入れるインセンティブは少ないだろう。
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第 3に、今回の侵攻が「ロシア」によるものだった点である。フォン・デア・ライ

エン委員長は、一時的保護を発動する会見でこう述べた。「欧州は保護を必要とする

人びとの側にいる。プーチンの爆弾から逃れてきた人びとはすべて欧州に歓迎される。 

我々は避難所を求める人びとに保護を提供し、安全な帰路を探している人びとを支援

する」30。ロシアにとってウクライナ侵攻の理由がウクライナの EUと NATOへの接

近にあるとすれば、欧州とはこの戦争の当事者である。このような差し迫った当事者

意識は、他の文脈では共有されにくい。

したがって、ウクライナ避難民への一時的保護の発動が功を奏したとしても、共通

庇護体制全体との関係で考えれば「例外」的な措置にすぎないのは確かである。しか

し、紛争や暴力からの保護が普遍的なニーズに立脚する限りで、保護するか否かの判

断を、共感の有無や文化的・人種的な近接性に依拠させるべきではない。その論理が

非合理な「二重基準」を示す以上は、その論理構造を批判的に捉えていく必要がある。

つまり、ウクライナ避難民保護を「例外」とする言説自体を見直すべきなのである。

（3）一時的保護のグローバルな含意 31

一時的保護は、本来的に不完全な措置であり、難民問題の恒久的な解決策ではない。

しかしそれは、従来の難民保護体制を「補完」する可能性を持つ。この視角が、ウク

ライナ避難民保護を「例外」にしないための である。

現在の国際難民保護体制の基軸となるのは、1951年の「難民の地位に関する条約」

である。本条約は、難民を「人種、宗教、国籍、政治的意見やまたは特定の社会集団

に属するなどの理由で、自国にいると迫害を受けるかあるいは迫害を受けるおそれが

ある」ために「国籍国の外にいる者」だと定義した。この定義に基づけば、「迫害の

おそれ」と「他国に逃れた」という 2点を中心に難民性が認定される。

本条約の定義は、長らくその硬直性が批判されてきた。というのも、明白な「迫害」

がない人々、例えば自然災害や飢饉、紛争から逃れる人々や、また「迫害」を受けて

も国内に留まる国内避難民は、「難民」として保護する対象ではないと解釈しうるか

らである。大半のウクライナ避難民もこの定義には当てはまらない。人権侵害や生存

の危機から逃れようとする人々を広く「難民」として捉える立場からすると、この定

義は確かに狭い。

「難民」という概念をめぐっては、長らく 2つの見方が対立してきた 32。難民を広

い意味での避難民とする「人道的」な見方と、難民をあくまで出身国での「迫害」に

よって居住地を追われた人々として狭義に捉える「政治的」な見方である。1951年
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難民条約の定義は、基本的に後者の見方に立つ。

どちらの見方も問題がある。人道的な見方に基づくと、各国家が避難民に対して負

う責任は「慈善」の問題として回収されやすい。難民受け入れが「慈善」だとすると、

保護を提供する責任は不完全義務となり、義務を履行するかについて国家に裁量を広

く認めることになる。まともな国家は、危険や窮乏に苦しむ人びとに対して救済の手

を差し伸べるべきだが、過剰な負担を通じてまで受け入れる義務はないとし、責任逃

れを原理的に許容するのである。

かたや政治的な見方にも問題がある。政治的な見方は、考慮要素が厳格である分、

一部の避難民に対しては国家裁量の範囲を限定できるが、保護対象が狭量になりやす

い。人道的な見方に含まれる確かな規範は、私たちが避難民に対して負うべき責任の

範囲は、必ずしも政治的な「迫害」によるものに限らないということだ。「迫害」に

のみ着目し、保護の範囲を狭く解することは、制度上は筋が通っていると言い張れて

も、諸国家が負うべき責任から目を背けるものでしかない。

私たちが追求すべきは、2つの対立する見方を無理に「統一」するのではなく、一

貫した見方のもとで適切に「配置」することであろう。つまり、広義の避難民と目さ

れる人々が、どんな要因で避難し、何を求めているのかに着目し、それぞれのニーズ

に応じて保護を複合的に提供する枠組みを考えるべきなのである

この点で参考になるのが、政治哲学者のデイヴィッド・オーウェンが近著で提唱す

る「国際正義」に基づく第 3の構想である 33。オーウェンは、国際国家システムを、

一方では国家主権と不介入、他方では普遍的人権という二重の規範に基づいた秩序と

みなす。この秩序は、人権保護の任務が領土内の人口に責任をもつ各国家に割り当て

られた、グローバル・ガバナンスのシステムとして理解される。この秩序の正統性は、

各国家が人権保護の任務を全うできることに存しており、もしある国家がこの任務に

失敗する場合には、国際秩序自体の正統性が問われてくる。ここからオーウェンは、

人権保護が行き渡らない避難民を救済することは、人道的責任とも、政治的責任とも

異なる、「正統性の修復メカニズム」として国際社会全体で責任を負うべきものだと

再定位する 34。

オーウェンの議論の興味深い点は、「正統性を修復」する方式を、保護内容に応

じて区分したことである 35。具体的には、構成員資格自体の回復を要する「庇護

（asylum）」、基本的な安全・自由・福祉に対する脅威から保護する「聖域（sanctuary）」、

飢饉や自然災害などの事態に対して安全地帯を提供する「待避（refuge）」の 3つで

ある。オーウェンは、これら 3つの救済策を組み合わせながら、各国家が国際社会の
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一員として負う一般的な責任と、地政学的関係や社会的紐帯を通じて負う特別的・個

別的な責任とを複合的に履行していく難民保護構想を提示している。

オーウェンの図式で言うならば、従来の「庇護」を通じた保護は、「聖域」と「待避」

を通じて補完していくことが望ましい。通常の難民認定手続きによる「庇護」は、個

人単位での審査がどうしても必要となる。そのため、戦争や紛争などの暴力や、自然

災害や飢饉といった緊急事態による大規模な避難民保護には、一時的であれ「聖域」

や「待避」の機会を認めるほうが効率的かつ適切な場合も多いだろう。今回のウクラ

イナ侵攻による一時的保護の発動は、その一つの証左となった。これは「庇護」を軽

視するものではない。問題は、「庇護」か「送還」かという二者択一を避難民に強い

ることなく、必要な保護を適切に提供していくシステムをどう構築するかである。

もちろんオーウェンの提案は一案にすぎず、避難民のニーズをどう区分し、各国家

にどう責任を割り当てるかという問いに魔法の答えがあるわけではない 36。しかし、

「難民とは誰のことか」をめぐる論争に終結の兆しがないなか、必要な人びとへ公正

に保護を提供するための一つの捉え方として参照する価値は大きい。

4．おわりに：日本外交への含意

危機のなかで醸成される連帯に水を差したいわけではない。また、避難民保護が最

優先課題である点も言うまでもない。ウクライナ侵攻による避難民保護でみられた「連

帯」が、共通庇護体制の方針転換に繋がりうるかはさらなる検証が必要である。

今回の欧州の危機対応は、人びとの痛みに寄り添う感情や情念がいかに政治を変え

うるかという教訓を示した。慈善、憐憫、義憤の意識は、ときに合理的な損得勘定で

は達成しえない変革を可能にし、その意識に基づく非合理な差異化をも正当化する。

ここで となるのは、連帯の持続性である。危機の中で生まれた一時的な連帯は、危

機を乗り越えた後に持続するとは限らない。協力を支援し調整する制度なしの連帯は、

心もとない。ウクライナは救い、アフリカ・中東は見放す、この姿勢を冷笑すること

は容易い。しかし考えるべきは、ウクライナ避難民の保護を最大限に重視しつつ、制

度に媒介された普遍的な避難民保護のアジェンダへと連帯のエネルギーをどう結びつ

けるかである。

このことは、日本の難民受け入れとも無縁ではない。2022年 3月に岸田文雄首相は、

ウクライナ避難民を日本で受け入れていく姿勢を示した。それ以来、日本は 2500人
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余りのウクライナ避難民を保護している 37。それぞれのウクライナ避難民には、更新

可能な 1年間の「特定活動」の資格が付与され、就労を含む幅広い活動が認められて

いる。従来の難民に対する排他的な歴史を踏まえれば、これを「偽善」と捉えるのも

無理はない 38。しかし、「偽善」であっても、日本が難民問題について新たに責任を

引き受ける姿勢を示したことを評価することは可能だろう。

日本の避難民受け入れが「二重基準」をはらむことは誰の目からも明らかであった。

しかし見逃すべきではないのは、この「二重基準」であるという批判を受け、難民保

護を拡充する流れが他の国籍者へも波及しつつあることである。2021年 5月以降に

半年間の滞在が認められていた在留ミャンマー人に対しては、2022年 4月よりウク

ライナ避難民と同等の権利資格が認められ、日本版の一時的保護ともいうべき基準の

調和が図られた 39。さらに同年 8月にはアフガニスタン避難民 98名が難民認定され

るなど、長らく「難民鎖国」と形容されてきた日本にも変化が見られる 40。

もちろん、このことを手放しに称賛することはできない。ウクライナやミャンマー

の人びとへの一時的保護が中・長期的保護とどう結びつくのかは現状はっきりしてい

ない。もし一時的保護が中・長期的保護の提供を渋る政府の意向を単に反映している

とすれば、批判されて然るべきである。今回の場当たり的とも見える対応が、定住や

帰還という避難民自身の選択を保障する不可欠なワンステップとなるように今後も注

視していく必要がある。
EUでも日本でも、ウクライナ避難民保護が「例外」的な性質を持つことは明らか

だ。しかし、そうした「例外」が実際に機能し、人びとに安全を提供しうることを私

たちは理解している。必要なのは、なぜそれが「例外」なのかを問い続けることであ

る。ウクライナ避難民は特別扱いでした、ということで終わらせてはならない。一時

的な連帯を「偽善」で終わらせず、言葉にした責任を政府が果たすべく不断に働きか

けていかなければならないのは、私たちなのである。

──注──

1 本稿の内容は、本プロジェクト期間中に執筆された拙稿の内容と一部重複している。宮井健志
「『難民』をどう捉えるべきか」日本国際問題研究所研究レポート（2022年 2月）；宮井健志「『難
民』をどう捉えるべきか（2）：ウクライナ侵攻と EUの一時的保護」日本国際問題研究所研究
レポート（2022年 3月）。
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